
ベ
ト
ナ
ム
で
は
一
九
九
○
年
代
に
、
賃
金
労
働

者
の
生
活
保
障
の
た
め
の
社
会
保
険
と
日
本
の
健

康
保
険
に
相
当
す
る
医
療
保
険
の
二
つ
の
公
的
保

険
制
度
が
設
け
ら
れ
た
。
社
会
保
険
は
二
○
○
六

年
に
法
律
が
制
定
さ
れ
、
医
療
保
険
に
つ
い
て
も

現
在
法
案
を
立
案
中
で
あ
る
。
本
稿
は
二
○
○
六

年
社
会
保
険
法
を
と
り
あ
げ
、
保
険
制
度
に
み
ら

れ
る
変
化
と
そ
の
背
景
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

●
「
ベ
ト
ナ
ム
社
会
保
険
」
の
成
立

ベ
ト
ナ
ム
で
は
計
画
経
済
時
代
か
ら
公
務
員
、

公
的
機
関
、
軍
人
に
対
す
る
社
会
保
険
制
度
が
あ

り
、
制
度
と
し
て
の
社
会
保
険
は
新
し
い
も
の
で

は
な
い
。
ド
イ
モ
イ
後
、
民
間
企
業
や
外
国
投
資

企
業
な
ど
新
し
い
経
済
組
織
が
現
れ
た
こ
と
で
、

非
国
家
部
門
の
労
働
者
も
対
象
に
含
め
た
社
会
保

険
制
度
が
必
要
と
な
っ
た
。

一
九
九
二
年
憲
法
五
六
条
は
、
労
働
保
護
と
と

も
に
「
国
家
公
務
員
と
賃
金
労
働
者
の
社
会
保
険

制
度
」
と
、「
労
働
者
に
対
す
る
他
の
社
会
保
険

形
式
の
発
展
奨
励
」
を
定
め
、
一
九
九
四
年
労
働

法
典
で
、
⑴
強
制
保
険
と
任
意
保
険
の
二
形
態
、

⑵
強
制
保
険
に
つ
い
て
は
五
種
の
社
会
保
障
（
①

疾
病
手
当
〈
被
保
険
者
の
病
休
手
当
と
子
供
の
病

気
看
護
の
た
め
に
休
業
し
た
場
合
の
手
当
で
、
診

療
費
は
医
療
保
険
に
よ
り
別
途
保
障
さ
れ
る
〉、

②
妊
娠
・
出
産
手
当
、
③
労
働
災
害
・
職
業
病
手

当
、
④
年
金
、
⑤
死
亡
手
当
〈
葬
祭
費
・
遺
族
手

当
〉）
を
定
め
た
。

一
九
九
五
年
に
社
会
保
険
条
令
（
強
制
保
険
だ

け
を
対
象
）
が
公
布
さ
れ
、
国
の
統
一
社
会
保
険

機
関
（
首
相
直
轄
の
機
関
）
と
し
て
「
ベ
ト
ナ
ム

社
会
保
険
」
が
設
立
さ
れ
た
。
ベ
ト
ナ
ム
社
会
保

険
は
社
会
保
険
基
金
を
統
一
的
に
管
理
す
る
組
織

で
あ
り
、
基
金
は
独
立
採
算
で
運
営
さ
れ
る
。
強

制
保
険
の
対
象
は
、
公
務
員
と
そ
れ
に
準
ず
る
職

員
、
国
有
企
業
労
働
者
、
軍
関
連
事
業
で
働
く
労

働
者
、
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
や
社
会
組
織
の
役
員
、

労
働
者
一
○
人
以
上
を
雇
用
す
る
非
国
有
セ
ク
タ

ー
企
業
と
そ
の
労
働
者
、
外
国
投
資
企
業
・
外
国

機
関
と
輸
出
加
工
区
等
で
働
く
労
働
者
で
あ
り
、

軍
人
保
険
は
別
組
織
、
農
民
は
強
制
保
険
の
対
象

で
は
な
か
っ
た
。
基
本
的
に
は
労
働
契
約
を
締
結

し
て
い
る
労
働
者
（
賃
金
労
働
者
）
を
対
象
と
す

る
保
険
制
度
で
あ
り
、
労
働
年
齢
人
口
の
一
割
程

度
し
か
対
象
に
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

ベ
ト
ナ
ム
社
会
保
険
を
設
立
し
た
こ
と
の
意
義

は
、
ド
イ
モ
イ
前
の
国
家
丸
抱
え
の
社
会
保
険
か

ら
、
多
様
な
所
有
形
態
の
企
業
と
そ
の
労
働
者
、

国
の
三
者
の
負
担
に
よ
る
独
立
採
算
の
社
会
保
険

を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
保
障
を
受
け
る
対

象
を
拡
大
す
る
と
と
も
に
国
の
財
政
負
担
を
軽
減

す
る
こ
と
に
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
た
だ
し
、

一
九
九
五
年
以
前
に
既
に
年
金
等
の
社
会
保
険
手

当
を
受
給
し
て
い
た
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
全
額
、

国
が
財
政
負
担
し
、
こ
の
資
金
は
国
か
ら
基
金
に

移
転
さ
れ
る
と
さ
れ
て
い
た
。

強
制
社
会
保
険
の
対
象
に
含
ま
れ
な
い
、
農
民

や
自
営
業
者
に
関
し
て
は
任
意
保
険
制
度
を
設
け

る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
が
、
任
意
保
険
の
制
度
化

は
進
ま
な
か
っ
た
。
ゲ
ア
ン
省
で
農
民
に
よ
る
地

域
的
な
任
意
保
険
が
試
行
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ

が
他
の
地
域
に
波
及
す
る
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

●
社
会
保
険
制
度
の
見
直
し
へ

こ
の
よ
う
な
流
れ
の
中
で
、
二
○
○
二
年
に
労

働
法
典
が
改
正
さ
れ
、
社
会
保
険
関
連
分
野
で
、

失
業
保
険
制
度
の
追
加
、
強
制
社
会
保
険
加
入
対

象
者
の
拡
大
、
出
産
休
暇
手
当
の
増
額
、
年
金
支

給
率
の
上
限
と
そ
の
要
件
、
農
林
水
産
・
塩
業
分

野
の
企
業
で
働
く
労
働
者
の
加
入
な
ど
が
法
典
に

明
記
さ
れ
た
。

ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
社
会
保
険
法
の
制
定

	
─
課
題
と
な
る
制
度
設
計
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ト
レ
ン
ド
・
リ
ポ
ー
ト

ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
社
会
保
険
法
の
制
定
─
課
題
と
な
る
制
度
設
計

労
働
法
典
改
正
に
基
づ
き
、
二
○
○
三
年
に
社

会
保
険
条
令
が
改
正
さ
れ
、
強
制
保
険
加
入
対
象

が
拡
大
さ
れ
た
。
三
カ
月
以
上
の
労
働
契
約
を
締

結
し
た
労
働
者
か
ら
期
間
を
限
定
し
な
い
雇
用

（
正
規
雇
用
）
契
約
の
労
働
者
ま
で
が
対
象
と
さ

れ
、
新
た
に
文
化
・
医
療
・
教
育
・
科
学
・
ス
ポ

ー
ツ
な
ど
の
半
公
立
機
関
、
民
間
機
関
の
職
員
、

社
級
保
健
セ
ン
タ
ー
職
員
、
合
作
社
で
三
カ
月
以

上
働
き
、
給
与
・
賃
金
を
受
け
る
労
働
者
と
合
作

社
員
が
加
え
ら
れ
た
。

ま
た
行
政
改
革
の
一
環
と
し
て
、
二
○
○
二
年

に
（
公
的
）
医
療
保
険
基
金
（
保
健
省
管
理
で
あ

っ
た
）
が
ベ
ト
ナ
ム
社
会
保
険
に
統
合
さ
れ
、
ベ

ト
ナ
ム
社
会
保
険
が
医
療
保
険
基
金
に
つ
い
て
も

管
理
・
運
営
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
医

療
保
険
基
金
と
社
会
保
険
基
金
は
そ
れ
ぞ
れ
独
立

採
算
と
さ
れ
、
医
療
保
険
基
金
の
実
質
的
運
営
は

保
健
省
の
管
理
下
に
置
か
れ
て
い
る
。
二
○
○
五

年
に
は
医
療
保
険
の
国
民
皆
保
険
化
に
む
け
て
、

医
療
保
険
条
令
が
改
正
さ
れ
、
強
制
医
療
保
険
の

対
象
が
貧
困
者
な
ど
社
会
的
弱
者
に
ま
で
拡
大
さ

れ
た
。

●
強
制
社
会
保
険
の
加
入
状
況

強
制
社
会
保
険
の
加
入
者
数
の
詳
細
は
明
ら
か

で
な
い
。
ベ
ト
ナ
ム
社
会
保
険
の
雑
誌
『
社
会
保

険
』
か
ら
そ
れ
ら
し
き
数
字
を
拾
い
出
す
と
、
ベ

ト
ナ
ム
社
会
保
険
発
足
時
の
一
九
九
五
年
で
二
八

五
万
人
、
二
○
○
三
年
に
は
五
二
四
万
人
、
二
○

○
五
年
で
六
○
○
万
人
だ
と
い
う
。
ベ
ト
ナ
ム
統

計
総
局
の
統
計
で
は
、
二
○
○
五
年
の
就
業
労
働

人
口
は
四
二
七
○
万
人
で
あ
り
、
こ
の
時
点
で
も

社
会
保
険
に
加
入
し
て
い
る
の
は
就
業
労
働
人
口

の
一
四
％
程
度
で
あ
る
。
社
会
保
険
の
加
入
率
は

ま
だ
低
い
の
で
あ
る
。

国
会
で
の
社
会
保
険
法
案
審
議
の
際
、
政
府
説

明
は
、
二
○
○
四
年
末
の
強
制
社
会
保
険
加
入
者

は
五
八
○
万
人
だ
と
し
て
い
る
。
全
国
で
労
働
契

約
を
締
結
し
て
い
る
労
働
者
が
一
○
○
○
万
人
と

さ
れ
て
い
る
か
ら
、
強
制
保
険
と
さ
れ
て
は
い
る

が
未
加
入
の
ケ
ー
ス
が
多
く
、
公
的
部
門
労
働
者

が
加
入
者
の
大
部
分
を
占
め
て
い
る
。

し
か
し
、
非
国
有
部
門
の
加
入
率
に
若
干
の
変

化
が
現
れ
て
い
る
。『
社
会
保
険
』
誌
に
よ
れ
ば
、

非
国
有
部
門
企
業
の
加
入
率
は
、
社
会
保
険
発
足

直
後
の
一
九
九
六
年
に
は
企
業
登
録
し
て
い
る
非

国
有
企
業
の
五
一
％
、
二
○
○
○
年
が
三
○
％
で

あ
っ
た
が
、
二
○
○
五
年
で
は
六
五
％
に
増
え
て

い
る
と
い
う
。
労
働
者
の
加
入
率
（
非
国
有
企
業

労
働
者
総
数
に
対
す
る
比
率
）
は
、
一
九
九
五
年

の
一
一
％
か
ら
二
○
○
○
年
に
二
○
％
、
二
○
○

五
年
に
三
三
％
と
増
加
傾
向
に
あ
る
。
二
○
○
五

年
に
は
非
国
有
部
門
の
加
入
労
働
者
数
は
一
○
○

万
人
を
超
え
た
。
た
だ
し
、
こ
こ
に
も
国
有
企
業

改
革
に
よ
る
企
業
形
態
転
換
の
影
響
が
含
ま
れ
て

い
る
と
い
う
か
ら
、
す
べ
て
民
間
企
業
と
み
る
こ

と
は
で
き
な
い
。

●
社
会
保
険
法
に
み
る
社
会
保
険
制
度

の
変
化

二
○
○
五
年
、
国
会
で
の
社
会
保
険
法
案
説
明

で
ベ
ト
ナ
ム
政
府
は
、
強
制
社
会
保
険
へ
の
低
加

入
率
、
社
会
保
険
に
お
け
る
負
担
と
給
付
の
不
均

衡
、
長
期
的
基
金
収
支
へ
の
不
安
、
任
意
保
険
制

度
の
未
成
立
、
失
業
保
険
制
度
の
必
要
性
が
、
法

案
作
成
の
背
景
に
あ
る
と
し
た
。
労
働
者
の
た
め

の
保
険
制
度
を
充
実
す
る
こ
と
と
、
そ
の
財
政
的

不
安
を
解
消
す
る
こ
と
が
主
要
な
目
的
で
あ
る
。

社
会
保
険
法
で
注
目
さ
れ
る
点
は
四
点
あ
る
。

第
一
に
加
入
対
象
の
拡
大
と
軍
人
保
険
の
統
合
、

第
二
に
、
従
来
か
ら
制
度
と
し
て
は
あ
っ
た
が
実

施
で
き
な
か
っ
た
「
任
意
保
険
」
を
具
体
化
す
る

こ
と
、
第
三
に
「
失
業
保
険
」
を
制
度
化
す
る
こ

と
、
第
四
は
社
会
保
険
基
金
の
健
全
な
運
営
へ
の

対
策
が
講
じ
ら
れ
た
こ
と
で
あ
る
。

①
強
制
加
入
対
象
の
拡
大
と
軍
人
保
険
の
統
合

先
述
し
た
労
働
法
典
改
正
に
し
た
が
っ
て
、
強

制
保
険
の
加
入
対
象
を
三
カ
月
以
上
の
労
働
契
約

を
締
結
す
る
場
合
と
し
、
季
節
労
働
者
な
ど
の
短

期
労
働
契
約
の
労
働
者
に
も
適
用
す
る
こ
と
に
な

っ
た
。
ま
た
、
こ
れ
ま
で
別
の
保
険
の
対
象
と
さ

れ
て
き
た
軍
人
・
公
安
組
織
労
働
者
を
強
制
社
会

保
険
に
統
合
し
た
。

②
任
意
保
険

任
意
保
険
は
、
ベ
ト
ナ
ム
公
民
で
強
制
保
険
の

対
象
で
な
い
者
を
加
入
対
象
と
し
、
保
障
制
度
に

は
年
金
と
死
亡
手
当
が
あ
る
。
個
人
が
任
意
に
加

入
し
、
自
己
の
収
入
に
応
じ
た
納
付
方
法
（
年
払

い
、
四
半
期
払
い
、
月
払
い
）
を
選
択
で
き
る
。

保
険
料
は
、
制
度
発
足
予
定
時
点
に
は
収
入
の
一

六
％
を
納
付
し
、
二
○
一
○
年
以
後
二
年
毎
に
二
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％
ず
つ
引
き
上
げ
二
二
％
に
す
る
。
保
険
料
算
定

基
準
と
な
る
月
収
の
最
低
は
公
的
最
低
賃
金
額
、

最
高
は
最
低
賃
金
の
二
○
倍
と
す
る
。
支
給
開
始

年
齢
は
男
性
六
○
歳
、
女
性
五
五
歳
で
、
二
○
年

以
上
保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
条
件
で
あ
る
。

年
金
給
付
の
上
限
は
七
五
％
と
し
、
支
給
比
率
算

定
は
、
強
制
保
険
と
同
じ
方
式
を
採
用
し
て
い
る
。

年
金
受
給
条
件
を
満
た
さ
な
い
場
合
は
、
社
会
保

険
か
ら
一
時
払
手
当
（
加
入
年
数
×
一
・
五
×
加

入
期
間
平
均
月
収
）
を
受
給
で
き
る
。
強
制
保
険

加
入
者
が
任
意
保
険
に
移
行
す
る
こ
と
も
可
能
で

あ
る
。
二
○
○
八
年
一
月
か
ら
施
行
と
さ
れ
て
い

る
が
、
二
○
○
七
年
一
月
現
在
、
施
行
細
則
は
ま

だ
公
布
さ
れ
て
い
な
い
。

③
失
業
保
険

失
業
保
険
は
、
一
二
カ
月
以
上
三
六
カ
月
ま
で

の
労
働
契
約
、
期
間
を
限
定
し
な
い
労
働
契
約
の

場
合
に
適
用
さ
れ
る
。
失
業
手
当
、
職
業
訓
練
手

当
、
求
職
手
当
の
三
つ
の
保
障
か
ら
な
り
、
保
険

料
負
担
は
、
使
用
者
、
労
働
者
、
国
が
そ
れ
ぞ
れ
、

労
働
者
の
給
与
・
賃
金
の
一
％
を
負
担
す
る
。
失

業
保
険
基
金
の
支
出
は
、
上
記
三
つ
の
手
当
の
支

出
と
失
業
保
険
か
ら
手
当
を
受
け
て
い
る
労
働
者

の
医
療
保
険
料
、
基
金
管
理
経
費
、
基
金
の
投
資
、

と
さ
れ
る
。

保
険
給
付
要
件
は
、
払
込
期
間
（
最
低
一
二
カ

月
）、
社
会
保
険
機
関
で
の
失
業
登
録
、
失
業
登

録
後
一
五
日
経
過
後
も
職
を
見
つ
け
ら
れ
な
い
こ

と
で
あ
る
。
月
払
失
業
手
当
は
、
失
業
前
六
カ
月

間
の
平
均
賃
金
の
六
割
、
保
険
料
払
込
期
間
に
よ

り
給
付
期
間
（
三
カ
月
〜
一
二
カ
月
）
が
決
ま
る
。

失
業
保
険
制
度
は
二
○
○
九
年
一
月
の
施
行
と

さ
れ
て
お
り
、
制
度
の
具
体
化
は
こ
れ
か
ら
で
あ

る
。
こ
の
時
期
に
失
業
保
険
制
度
を
導
入
す
る
の

は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
の
約
束
で
二
○
一
○
年
ま
で
に

国
有
企
業
改
革
を
完
了
す
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、

国
有
企
業
部
門
の
失
業
対
策
が
必
要
と
な
る
こ
と
、

ま
た
既
存
の
国
有
企
業
の
労
働
者
リ
ス
ト
ラ
対
策

で
設
置
さ
れ
て
い
る
特
別
基
金
を
一
般
的
な
制
度

に
変
え
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
か
ら
と
思
わ
れ
る
。

●
年
金
基
金
の
財
政
問
題

強
制
社
会
保
険
で
は
、
年
金
制
度
に
財
政
面
の

懸
念
が
生
じ
て
い
る
。
そ
の
一
つ
が
、
平
均
寿
命

の
延
び
に
よ
る
払
込
年
金
保
険
料
と
支
給
さ
れ
る

年
金
の
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
で
あ
る
。
政
府
の
国
会
説

明
で
は
、
加
入
者
が
三
○
年
間
保
険
料
を
払
い
込

ん
で
も
、
支
給
年
金
額
の
八
年
分
に
し
か
な
ら
な

い
。
そ
れ
に
対
し
て
、
予
想
さ
れ
る
加
入
者
一
人

当
た
り
の
平
均
支
給
期
間
は
一
六
年
だ
と
さ
れ
、

基
金
財
政
を
圧
迫
し
て
い
る
と
い
う
。
ベ
ト
ナ
ム

の
平
均
寿
命
は
、
一
九
九
七
年
で
は
六
六
歳
で
あ

っ
た
が
、
二
○
○
四
年
で
は
七
一
歳
と
な
っ
て
い

る
。
強
制
保
険
加
入
者
の
大
部
分
が
旧
制
度
か
ら

移
行
し
て
き
た
公
的
機
関
労
働
者
で
あ
る
こ
と
も
、

こ
の
問
題
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。
社
会
保
険

条
令
で
は
、
公
的
機
関
労
働
者
の
加
入
に
関
し
て
、

旧
制
度
下
で
の
加
入
期
間
を
社
会
保
険
に
引
き
継

ぐ
と
し
、
年
金
支
給
に
際
し
て
は
退
職
前
五
年
間

の
平
均
給
与
を
算
定
基
準
に
し
、
公
的
最
低
賃
金

引
上
げ
（
表
１
）
に
伴
う
年
金
額
の
調
整
を
行
っ

て
き
た
。
制
度
移
行
に
伴
う
負
担
は
ベ
ト
ナ
ム
社

会
保
険
が
負
っ
て
き
た
よ
う
で
あ
る
。

政
府
の
推
計
に
よ
れ
ば
、
長
期
的
に
は
、
二
○

一
九
年
で
保
険
の
収
入
と
支
出
が
一
致
し
、
二
○

二
○
年
か
ら
は
支
出
が
増
え
、
二
○
三
○
年
に
は

か
な
り
の
赤
字
に
な
る
。
こ
の
背
景
に
は
、
年
金

受
給
予
定
者
の
増
加
が
あ
る
。
現
状
で
は
、
行
政

組
織
再
編
、
国
有
企
業
改
革
で
繰
上
受
給
者
が
増

え
退
職
年
齢
が
下
が
っ
て
い
る
。
平
均
年
金
受
給

開
始
年
齢
は
五
一
・
八
歳
（
男
性
五
四
・
八
歳
、

女
性
四
九
・
二
歳
）
と
さ
れ
る
。
ベ
ト
ナ
ム
の
社

会
保
険
で
は
、
過
酷
な
労
働
条
件
や
軍
関
係
の
勤

務
な
ど
特
定
の
条
件
の
下
で
繰
上
支
給
が
制
度
化

さ
れ
て
お
り
、
ま
た
一
五
年
以
上
の
加
入
期
間
で

あ
れ
ば
繰
上
・
減
額
支
給
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ

て
い
た
。
支
給
要
件
（
加
入
期
間
）
を
満
た
さ
な

い
場
合
は
、
一
時
払
手
当
（
加
入
期
間
の
平
均
月

給
に
加
入
年
数
を
か
け
た
金
額
）
が
行
わ
れ
て
い

た
。
政
府
報
告
は
、
年
金
に
関
し
て
、
二
○
○
○

年
に
は
、
加
入
者
三
四
人
で
一
人
を
支
え
て
い
た

が
、
二
○
○
四
年
に
は
一
九
人
が
一
人
を
支
え
て

い
た
と
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
基
金
財
政
の
変
化
に
対
し
、
社
会

保
険
法
で
は
三
つ
の
対
策
を
講
じ
て
い
る
。

①
納
付
保
険
料
率
の
引
き
上
げ

社
会
保
険
法
で
は
、
年
金
保
険
料
の
納
付
に
関

し
て
、
二
○
一
四
年
ま
で
段
階
的
に
保
険
の
納
付

率
を
引
き
上
げ
る
こ
と
を
明
記
し
て
い
る
。
引
き

上
げ
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
表
２
の
通
り
で
あ
る
。
全

体
と
し
て
は
、
二
○
○
九
年
ま
で
は
使
用
者
、
労

決定年＊ 1997 1999 2000 2003 2004 2006

金額 144 180 210 290 350 450

表１　公的最低賃金の推移� （月・千ドン）

（出所）関連資料より筆者作成。
（注）＊政府が賃金引き上げを決定した年、施行は翌年の場合もある。

アジ研ワールド・トレンド No.140（2007．5）─ 26



ト
レ
ン
ド
・
リ
ポ
ー
ト

ベ
ト
ナ
ム
に
お
け
る
社
会
保
険
法
の
制
定
─
課
題
と
な
る
制
度
設
計

働
者
と
も
負
担
率
は
変
わ
ら
な
い
が
そ
の
構
成
に

変
化
が
あ
る
。
年
金
基
金
へ
の
配
分
が
大
き
く
な

る
。
二
○
一
○
年
以
後
は
、
使
用
者
、
労
働
者
と

も
に
保
険
料
と
し
て
二
年
毎
に
給
与
の
一
％
ず
つ

引
き
上
げ
、
二
○
一
四
年
以
後
は
、
労
働
者
八
％
、

使
用
者
一
八
％
（
う
ち
年
金
分
一
四
％
）
の
負
担

と
な
る
。

②
保
険
料
算
定
基
準
の
上
限
設
置

労
働
者
が
負
担
す
る
社
会
保
険
料
は
、
従
来
は

月
給
の
五
％
と
し
上
限
は
な
か
っ
た
。
社
会
保
険

法
で
は
、
月
給
の
上
限
を
公
的
最
低
賃
金
の
二
○

カ
月
と
し
た
。
二
○
○
七
年
現
在
の
月
当
た
り
最

低
賃
金
が
四
五
万
ド
ン
で
あ
る
の
で
、
上
限
は
九

○
○
万
ド
ン
（
一
米
ド
ル
を
一
六
○
○
ド
ン
と
し

て
、
約
五
六
○
米
ド
ル
）
と
な
る
。

ベ
ト
ナ
ム
社
会
保
険
は
社
会
保
険
制
度
の
諸
基

金
を
統
一
的
に
管
理
す
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、
強

制
社
会
保
険
、
任
意
社
会
保
険
、
失
業
保
険
の
そ

れ
ぞ
れ
の
基
金
は
独
立
し
て
運
営
さ
れ
る
。
国
は
、

国
民
に
社
会
保
険
加
入
を
奨
励
す
る
と
と
も
に
、

社
会
保
険
基
金
の
投
資
に
対
す
る
優
遇
政
策
を
実

施
し
、「
国
に
よ
り
保
護
さ
れ
、
破
産
す
る
こ
と

は
な
い
」
と
基
金
運
営
の
安
全
性
を
保
証
し
て
い

る
。社

会
保
険
基
金
は
国
の
開
発
資
金
と
し
て
の
性

格
も
有
し
、
こ
れ
ま
で
は
基
金
の
資
金
運
用
は
、

①
長
短
期
国
債
、
国
有
商
業
銀
行
債
券
、
②
国
家

財
政
、
発
展
投
資
支
援
基
金
（
国
の
開
発
基
金
）、

国
有
商
業
銀
行
へ
の
貸
付
、
③
首
相
が
資
金
需
要

を
認
め
た
一
部
案
件
へ
の
投
資
と
さ
れ
て
い
た
。

社
会
保
険
法
で
は
、
①
長
短
期
国
債
、
国
有
商

業
銀
行
債
券
、
②
国
有
商
業
銀
行
へ
の
貸
付
、
③

国
家
重
点
経
済
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
投
資
、
に
加

え
て
④
政
府
が
定
め
る
そ
の
他
の
投
資
形
式
を
容

認
し
、
資
金
運
用
の
多
様
化
へ
の
可
能
性
を
示
し

て
い
る
。

●
社
会
保
険
制
度
の
課
題

ベ
ト
ナ
ム
経
済
は
今
、
急
速
な
変
化
の
時
期
に

あ
る
。
社
会
保
険
法
は
、
従
来
の
社
会
保
険
制
度

か
ら
は
ず
さ
れ
て
き
た
農
民
や
自
営
業
者
に
任
意

保
険
加
入
の
道
を
開
き
、
国
有
企
業
の
リ
ス
ト
ラ

で
発
生
す
る
失
業
者
へ
の
対
策
と
し
て
の
失
業
保

険
を
法
制
化
す
る
こ
と
で
、
社
会
保
険
の
範
囲
を

拡
大
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
国
有
企
業
労
働
者
の

救
済
と
社
会
的
公
平
の
確
保
は
、
ベ
ト
ナ
ム
が
社

会
主
義
体
制
を
維
持
し
て
い
く
上
で
無
視
で
き
な

い
課
題
で
あ
る
。
国
家
財
政
に
重
大
な
負
担
を
も

た
ら
す
こ
と
な
く
、
保
険
と
い
う
制
度
（
負
担
の

「
社
会
化
」）
を
通
じ
て
問
題
を
解
決
し
よ
う
と

す
る
試
み
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。

社
会
保
険
法
制
定
は
、
年
金
基
金
財
政
が
そ
れ

ほ
ど
遠
く
な
い
時
期
に
悪
化
す
る
懸
念
へ
の
対
策

で
も
あ
る
。
社
会
保
険
法
で
は
、
加
入
対
象
の
拡

大
、
保
険
料
率
引
き
上
げ
が
組
み
込
ま
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
、
一
つ
の
対
策
で
あ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、

強
制
保
険
の
社
会
保
険
と
医
療
保
険
、
そ
れ
に
失

業
保
険
を
加
え
る
と
、
保
険
料
負
担
は
、
二
○
一

四
年
以
後
で
は
、
企
業
は
加
入
労
働
者
給
与
の
二

一
％
を
負
担
し
、
労
働
者
は
一
○
％
を
負
担
す
る

こ
と
に
な
る
。
経
済
発
展
が
賃
金
上
昇
を
も
た
ら

す
こ
と
を
条
件
に
い
れ
れ
ば
、
企
業
に
と
っ
て
こ

れ
は
決
し
て
安
く
な
い
負
担
と
な
ろ
う
。
任
意
保

険
に
お
い
て
も
、
保
険
料
率
は
月
収
の
二
二
％
ま

で
増
加
す
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
る
。
高
負
担
の

任
意
保
険
に
農
民
や
自
営
業
者
を
い
か
に
し
て
組

み
込
ん
で
い
く
の
か
、
強
制
保
険
と
任
意
保
険
と

の
関
係
を
ど
う
す
る
の
か
、
基
金
運
営
の
可
能
性

は
ど
う
な
の
か
。
国
民
皆
保
険
を
目
指
す
医
療
保

険
で
は
、
加
入
者
に
優
し
い
制
度
に
変
更
し
た
こ

と
に
よ
り
、
医
療
保
険
条
令
改
正
一
年
を
経
ず
し

て
既
に
財
政
悪
化
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
先
進

諸
国
の
経
験
が
示
し
て
い
る
よ
う
に
、
保
険
制
度

の
設
計
は
難
し
い
課
題
と
な
り
そ
う
で
あ
る
。

（ 

い
し
だ　

あ
き
え
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
新

領
域
研
究
セ
ン
タ
ー
）

2006
社会保険法による保険料率スケジュール

2007 〜
2009 年まで

2010 〜
2011 年

2012 〜
2013 年 2014 年〜

強制社会保険 労働者 使用者 労働者 使用者 労働者 使用者 労働者 使用者 労働者 使用者

　疾病
　妊娠・出産
　労災・職業病

5％ 3％

1％

3％

1％

3％

1％

3％

1％

　年金
　死亡手当 5％ 10％ 5％ 11％ 6％ 12％ 7％ 13％ 8％ 14％

医療保険 1％ 2％ 使用者 2％、労働者１％

失業保険 制度なし 使用者 1％、労働者 1％、国 1％

表２　諸保険料負担率の見通し

（出所）社会保険法、政府議定 152（2006 年）、医療保険条令から筆者作成。

月
給
の
上
限
設
置
は
、
こ
の
基
準
が
給
付

額
の
算
定
に
リ
ン
ク
す
る
の
で
、
年
金
給
付

額
に
歯
止
め
を
か
け
る
こ
と
に
も
な
る
。
こ

れ
は
外
資
系
企
業
の
幹
部
な
ど
が
高
賃
金
で

あ
り
、
国
内
の
一
般
労
働
者
と
の
給
付
格
差

が
大
き
い
こ
と
へ
の
配
慮
と
い
わ
れ
る
。

③
年
金
支
給
の
加
入
期
間
要
件
を
修
正

こ
れ
ま
で
年
金
受
給
要
件
と
し
て
加
入
期

間
を
原
則
二
○
年
、
た
だ
し
一
五
年
以
上
で

あ
れ
ば
支
給
年
齢
以
前
で
も
減
額
支
給
可
と

し
て
い
た
が
、
社
会
保
険
法
で
は
一
律
二
○

年
と
し
、
繰
上
支
給
の
条
件
を
厳
し
く
し
た
。

●
基
金
運
営
の
独
立
と
安
定
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